
こ
の
四
半
世
紀
，
欧
米
で
は

賃
金
が

～

倍
に
上
昇
。
日

1.5

1.25

本
だ
け
実
質
賃
金
が

増
え
な
い
。
定
期
昇

給
だ
け
で
，
ベ
ー
ス

ア
ッ
プ
は
ゼ
ロ
。
3

年
連
続
の
実
質
賃
金

マ
イ
ナ
ス
。
賃
金
が

増
え
な
い
の
は
，
非

正
規
雇
用
を
増
や

し
，
最
低
賃
金
を
上

げ
な
い
，
労
働
組
合

の
弱
体
化
，
労
働
分

配
率
を
下
げ
た
こ
と

が
原
因
。

昨
年
度
ま
で
の

年
間
で

35

消
費
税
収
は
累
計

兆
円
。

539

消
費
税
の
負
担
割
合
は
年
収

万
円
未
満
世
帯
で

％
，

200

8.3

1500

万
円
以
上
だ
と

％
と

2.1

逆
進
性
が
著
し
い
。
消
費
税

は
納
税
能
力
の
あ
る
も
の
が
税
金

を
多
く
負
担
す
る
応
能
主
義
の
逆

で
あ
る
。
消
費
税
が
国
の
主
な
財

源
に
な
っ
て
所
得
再
分
配
が

機
能
し
な
い
。
需
要
低
迷
，

庶
民
は
生
活
苦
。
こ
ん
な
消

費
税
は
な
く
そ
う
。

一
方
，

年
間
に
法
人
３

35

税
は
累
計

兆
円
の
減
，
所

318

得
税
・
住
民
税
は

兆
円
の

295

減
。
従
っ
て
，
消
費
税
は
大

企
業
や
年
収

億
以
上
の
富

1

裕
層
へ
の
減
税
に
使
わ
れ
た

こ
と
に
な
る
。
ト
ヨ
タ
は

2008

年
度
か
ら

年
間
法
人

5

税
を
払
っ
て
い
な
か
っ
た
。

し
ん
ぶ
ん
赤
旗
が
報
じ
て
話
題
に
な

っ
た
。2023

年
ト
ヨ
タ
は

千
万
円

5

の
政
治
献
金
で
，

千
億
円
の
減
税
。

4

財
界
は
，
法
人

税
を
上
げ
る
と

企
業
は
海
外
に
移

転
す
る
と
言
う
。
査
読
付
き
学
術
論
文

か
ら
は
法
人
税
の
高
さ
に
よ
る
海
外
移

転
は
ほ
ぼ
な
い
。

労
働
分
配
率
の
低
下
と
法
人
税
減

税
で
日
本
の
大
企
業
の
内
部
留
保
は

兆
円
と
増
え
続
け
て
い
る
。

553そ
こ
で
大
企
業
の
法
人
税
（
実
効
税

率
平
均

％
）
減
税
を
止
め
，
中
小

10

企
業
な
み
の
平
均
税
率
約

％
に
し
，

20

年
収

億
円
以
上
の
富
裕
層
へ
の
分

1

離
課
税
を
や
め
れ
ば
消
費
税
減
税
の

財
源
は
で
き
る
。

消
費
税
減
税
の
財
源
を
示
さ
な
い

は
論
外
だ
が
，
国
債
で
と
い
う
共
産

党
以
外
の
野
党
の
政
策
は
問
題
。
既

に
国
の
借
金
国
債
は
，
国
民
一
人
当

た
り1063

万
円
で
世
界
ト
ッ
プ
。
毎

年
の
一
般
会
計
で
の
金
利
負
担
（
，

国
債
費
）
は

兆
円
弱
，
歳
出
全

29

体
の
約

。
借
換
債
，
財
投
債
な
ど

1/4

を
含
め
る
と

兆
円
。

の

割
。

177

GDP

3

こ
れ
を
更
に
増
や
す
こ
と
が
持
続
可

能
か
。
更
に
国
債
の
過
剰
発
行
は
通

貨
の
過
剰
，
イ
ン
フ
レ
を
起
こ
す
リ

ス
ク
が
あ
る
。
最
近
の
物
価
高
も
そ

れ
が
疑
わ
れ
る
。
欧
米
で
コ
ロ
ナ
時
，

大
量
の
国
債
発
行
で

％
近
く
の
イ

10

ン
フ
レ
が
起
き
た
。
こ
れ
で
は
国
債

発
行
が
物
価
高
で
消
費
税
減
税
は
チ

ャ
ラ
。
国
の
借
金
だ
け
が
増
え
る
。

国
債
は
海
外
投
資
家
が
約
半
分
を
保

有
，
投
機
マ
ネ
ー
で
何
か
を
契
機
に

経
済
パ
ニ
ッ
ク
に
な
り
か
ね
な
い
。

大
企
業
減
税
を
止
め
ず
に
国
債

発
行
で
消
費
税
を
減
税
に
す
れ
ば
，

大
企
業
減
税
を
国
債
で
賄
う
こ
と

に
な
る
。

大
企
業
へ
の
応
分
の
負
担
は
，
企

業
活
動
に
も
必
要
な
イ
ン
フ
ラ
整
備

の
負
担
で
あ
る
。
大
企
業
に
も
，
目

先
の
利
益
に
は
反
し
て
も
持
続
可
能

で
リ
ス
ク
の
な
い
長
期
利
益
に
つ
な

が
る
。
減
税
で
た
め
込
ん
だ
内
部

留
保
も
有
る
の
だ
か
ら
，
更
に
貯

め
る
よ
り
は
良
い
。

自
民
党
税
制
調
査
会
も｢

法
人
税

改
革
は
意
図
し
た
成
果
を
上
げ
て
こ

な
か
っ
た
と
言
わ
ざ
る
を
得
ず
，
法

人
税
の
在
り
方
を
転
換
し
て
い
か
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
し
て
い
る
。

石
破
総
理
も

月
国
会
で
共
産
党
辰

5

巳
議
員
に
，
国
債
に
頼
ら
な
い
共
産

党
の
姿
勢
は
立
派
，
法
人
税
引
き
上

げ
も
含
め
議
論
す
る
と
回
答
。
で
も
，

政
治
献
金
な
し
で
は
や
っ
て
い
け
な

い
と
い
う
自
民
党
は
そ
の
金
づ
る
財

界
言
い
な
り
で
，
で
き
な
い
。

自
民
党
は
，
消
費
税
減
税
へ
の
国

債
発
行
は

，
で
も
ト
ラ
ン
プ
の
軍

NO

事
費
倍
増
に

年
度
か
ら

。

年

23

OK

3

間
で

兆
円
。
ト
ラ
ン
プ
と
大
企
業

2

に
は
言
い
な
り
。

大
企
業
と
米
国
言
い
な
り
か
ら
国

民
本
位
に
。
そ
う
し
な
い
と
失
わ
れ

た

年
は
一
層
悪
く
続
く
。

30日
経
新
聞

月

日
電
子
版
コ
ラ

5

1

ム
十
字
路
も
『
消
費
減
税
な
ら
法
人

増
税
』
。

米
国
に
言
わ
れ
て
自
衛
隊
は

Q対
中
最
前
線
沖
縄
に
敵
地
攻
撃
ミ

サ
イ
ル
を
続
々
と
設
置
し
て
い
る

っ
て
。
相
手
も
対
抗
，
軍
事
拡
大

の
競
争
だ
ね
。
で
も
ウ
ク
ラ
イ
ナ

侵
略
で
軍
拡
も
仕
方
が
な
い
か
な
。

ロ
シ
ア
は
国
際
法
違
反
で
悪
い
。

Aで
も
戦
争
ま
で
のN

A
T
O

に
問
題
は

な
か
っ
た
の
か
。
そ

こ
に
新
た
な
戦
前
と

も
言
わ
れ
る
今
の
日

本
へ
の
教
訓
が
あ
る
。

ソ
連
と
そ
の
軍
事

同
盟
が
崩
壊
し
た
当

時
，
ロ
シ
ア
の
エ
リ

チ
ェ
ン
は
敵
は
い
な

く
な
っ
た
の
だ
か
ら

とN
A
T
O

に
解
体
を

求
め
た
。
解
体
し
，

ロ
シ
ア
も
参
加
の
全

欧
州
安
全
保
障
協
力

機
構
で
，
対
話
を
強

化
す
べ
き
だ
っ
た
。

逆
にN

A
T
O

は
，
国

際
法
違
反
で
域
外
の

コ
ソ
ボ
ま
で
空
爆
し

た
。
こ
の
軍
事
行
動
，

N
A
T
O

へ
の
ウ
ク
ラ

イ
ナ
の
加
盟
動
き
，
対
話
軽
視
が

プ
ー
チ
ン
の
今
回
の
侵
略
の
背
景

と
な
る
。
こ
の
失
敗
か
ら

学
ば
ず
に
軍
拡
で
は
平
和

は
来
な
い
。

じ
ゃ
，
逆
に
軍
事
同
盟

Qに
頼
ら
ず
平
和
を
作
っ
た

地
域
っ
て
あ
る
？
。

A
S
E
A
N

（
東
南
ア
ジ

Aア
諸
国
連
合
）
は
，1976

年
武
力
の
不
行
使
と
紛
争

の
平
和
的
解
決
を
誓
約
し

た
東
南
ア
ジ
ア
友
好
協
力

条
約
を
締
結
。
こ
れ
を
土

台
に
，
毎
年1500

回
み
ん

な
で
対
話
を
重
ね
，
頻
発

し
て
い
た
国
境
戦
争
を
一

掃
し
た
。
そ
の
劇
的
な
成

功
を
周
囲
に
広
げ
続
け
て

い
る
。
米
中
抗
争
が
強
ま
る2019

年
，
イ
ン
ド
太
平
洋
地
域
を
「
対

抗
で
は
な
く
対
話
と
協
力
の
地

域
」
に
と
い
う
平
和
構
想
も
掲
げ

た
。2024

年
日
米
韓
首
脳
会
談
も

共
同
声
明
で
「A

S
E
A
N

と
緊
密
に

連
携
」
と
明
記
。
日
本
共
産
党
は
，

A
S
E
A
N

と
協
力
し
，
こ
れ
を
発
展

さ
せ
よ
う
と
野
党
外
交
も
行
っ
て

き
た
。朝

日
新
聞
の
世
論
調
査
，

Q「
い
ざ
と
い
う
場
合
」
に
米
国
が

本
気
で
日
本
を
守
っ
て
く
れ
る
と

思
う
か
。
「
守
っ
て
く
れ
る
」
15

，
「
そ
う
は
思
わ
な
い
」

。

%

77
%

日
本
外
交
に
つ
い
て
米
国
の
意
向

に
「
な
る
べ
く
従
っ
た
ほ
う
が
よ

い
」

，
「
な
る
べ
く
自
立
し

24
%

た
ほ
う
が
よ
い
」
が

を
占
め

68
%

た
。
日
本
共
産
党
の
主
張
に
近
く

て
び
っ
く
り
し
た
。

日
米
は
自
衛
隊
を
韓
国
の
よ

Aう
に
戦
時
で
は
実
質
米
軍
指
揮
下

に
お
こ
う
と
準
備
し
て
い
る
。
米

国
第
一
主
義
だ
か
ら
，
台
湾
有
事
で

は
駐
留
米
軍
の
主
力
は
グ
ア
ム
ま
で

中
国
の
ミ
サ
イ
ル
を
避
け
避
難
す
る
。

日
本
は
米
中
対
立
の
最
前
線
。

そ
う
だ
ね
。
地
球
船
は
温
暖

Q化
で
沈
み
か
け
て
い
る
。
争
っ
て

い
て
は
沈
む
よ
ね
。

中
国
に
工
場
が
あ
る
福
井
の

A企
業
も
あ
る
し
，
最
大
の
貿
易
相

手
国
。A

S
E
A
N

と
協
力
し
，
ま
た

直
接
に
も
『
互
い
に
脅
威
と
な
ら

な
い
』(2008

年
日
中
首
脳
合
意)

に
基
づ
く
対
話
を
強
め
る
。
野
党

外
交
も
進
め
る
日
本
共
産
党
を
伸

ば
し
，
東
ア
ジ
ア
を
平
和
の
流
れ

に
変
え
よ
う
。

第50号 夜 明 け 2025 .6

日 本 共 産 党
福井県庁職員

福井自治体職員

後援会

福井市二の宮

「消費税の導入のもたらしたゆがみの最大の

ものは，家計消費が伸びず，企業の内部留保が

増え続けてきたこと，，消費税の反対側で法人

減税が行われたからだ。法人減税が意図した投

資や雇用の増加は実現せず，余剰な利益が内部

留保として蓄積され，，投資家の株式還元要求

となっている。，，外国人株主を通じて海外に

流出するのである。」



都
道
府
県
の
職
員
採
用
試
験

に
合
格
し
て
も
辞
退
。
東
京
で

は

％
，
福
井
で
も

％
強
。

50

20

途
中
退
職
も
多
い
。
市
町
村
で

は
募
集
し
て
も
集
ま
ら
な
い
，

同
じ
と
こ
ろ
で
長
く
働
き
続
け

よ
う
と
い
う
新
規
採
用
職
員
は

ほ
と
ん
ど
い
な
い
の
に
安
定
し

た
職
の
ア
ピ
ー
ル
や
初
任
給
引

上
げ
だ
け
で
は
？
。
（K.N

）

赤
木
さ
ん
へ
の
公
文
書
の
改

ざ
ん
指
示
や
廃
棄
，
違
法
の
押

し
付
け
だ
。
こ
れ
で
は
公
務
員

に
な
ろ
う
と
思
わ
な
い
。
元
総

務
官
僚
が
ふ
る
さ
と
納
税
で
の

返
礼
品
の
過
熱
競
争
を

菅
義
偉
首
相
に
指
摘
。

内
閣
人
事
局
は
こ
の
官

僚
を
直
ぐ
に
左
遷
。G

o

o
g
l
e

の
社
内
調
査
で
は

自
由
に
発
言
で
き
る
チ

ー
ム
が
成
果
を
上
げ
る
。

こ
の
左
遷
は
，
こ
の
調

査
か
ら
は
全
く
駄
目
。

看
護
師
が
医
者
に
も
先

生
間
違
っ
て
い
ま
せ
ん

か
？
と
言
え
る
チ
ー
ム

が
大
切
。
こ
ん
な
こ
と
も
知
ら

な
い
政
治
屋
や
忖
度
者
の
跋
扈

で
は
公
務
員
の
魅
力
は
減
る
。

1976

年
福
井
臨
海
の
特
定
公

共
事
業
の
担
当
の
私
は
課
長
に
，

各
工
場
で
処
理
し
た
方
が
良
い

と
の
意
見
書
を
提
出
。
議
論
の

年
後
，
着
工
済
み
だ
っ
た
事

1業
は
休
止
。
そ
の
時
の
係
長
は

退
職
時
に
休
止
が
一
番
誇
れ
る

仕
事
だ
っ
た
と
語
っ
た
。

所
長
が
選
挙
で
族
議
員
の
後

援
会
申
込
み
書
を
所
内
回
覧
。

所
長
は
所
長
会
で
決
ま
っ
た
と

い
う
。
こ
れ
露
見
し
た
ら
懲
戒

に
な
る
と
組
合
分
会
長
の
私
は

指
摘
。
直
ぐ
撤
回
さ
れ
た
。
類

似
の
地
位
利
用
が
山
口
県
と
福
井
市

で
近
年
大
問
題
に
。
良
い
仕
事
を
み

ん
な
で
協
力
し
て
や
れ
る
，
そ
れ
が

魅
力
。
（M

)

す
っ
き
り
し
た
室
内
と
フ
ロ
ア

ー
，
長
机
で
，
各
自
が
パ
ソ
コ
ン

に
向
か
い
，
シ
ー
ン
。
職
員
は
毎

日
場
所
を
変
え
る
。
係
ご
と
の
机

配
置
と
書
類
の
山
は
一
新
さ
れ
た
。

問
合
わ
せ
窓
口
は
ど
こ
？
（R

.
M

）

人
の
性
格
や
能
力
は
異
な
り
ま

す
。
若
く
て
も
俯
瞰
的
な
視
野
を

も
ち
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
で

き
る
な
ら
，
要
職
に
就
か
せ
て
良

い
の
で
は
。
逆
に
，
年
上
で
も
不

向
き
な
方
を
要
職
に
充
て
る
の
は

県
に
と
っ
て
損
。
縁
の
下
の
力
持

ち
で
実
力
を
発
揮
で
き
る
場
合
も

あ
る
。
適
材
適
所
に
。
（S

e

）

情
実
や
学
閥
人
事
が
強
ま
ら
な

い
？
。
専
門
職
と
総
合
職
が
分
け
ら

れ
ず
，
専
門
性
の
高
い
人
は
そ
れ
で

処
遇
さ
れ
な
い
問
題
も
あ
る
。
（M

)

今
年
度
の
防
衛
庁
当
初
予
算
は

約

兆
円
。
う
ち

千
億
円
が
建

8.7

7

設
国
債
だ
。
発
行
予
定
額

兆
6

7

千
億
円
の

割
を
超
え
る
！
補
正

1

も
含
め
こ
の

年
間
に
な
ん
と

3

2

兆
円
！
自
衛
隊
の
「
基
地
の
施
設

整
備
費
」
や
「
艦
船
・
潜
水
艦
」

な
ど
の
建
造
費
が
対
象
。

そ
も
そ
も
道
路
や
治
水
の
公
共

事
業
は
将
来
世
代
も
負
担
す
る
の

が
適
当
と
し
て
発
行
さ
れ
た
の
が

建
設
国
債
。
こ
れ
を
軍
事
費
に
も

使
う
の
は
，
戦
前
戦
時
公
債
を
乱

発
し
侵
略
戦
争
へ
突
き
進
ん
だ
の

と
同
じ
。
歴
代
政
府
は
そ
の
反
省

で
「
公
債
を
軍
事
目
的
に
活
用
す

る
こ
と
は
絶
対
い
た
し
ま
せ
ん
」

（
福
田
赳
夫
蔵
相
国
会
答
弁

1965

）
と
し
て
き
た
。

と
こ
ろ
が
，
岸
田
前
総
理
は
米

国
の
要
求
に
，

年
（

～

年

5

23

27

度
）
で

兆
円
，
軍
事
費

倍
化

43

2

＝

兆
円
規
模
（G

D
P

の

％
）

11

2

に
す
る
方
針
を
決
定
。
（F

)

2023

年
に
関
電
が
示
し

た
「
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

（
工
程
表
）
」
。
再
処

理
工
場
（
青
森
県
六
ケ

所
村
）
の

回
目
の
完

27

成
延
期
（1997

年
完
成

の
計
画
が

年
か
か
っ

32

て
も
完
成
で
き
な
い
）

そ
れ
で
前
回
は

年
で

1

「
見
直
し
」
に
。
関
電

は
今
回2027

年
度
か
ら

使
用
済
み
核
燃
料

を
フ
ラ
ン

400
ton

ス
で
再
処
理
す
る
「
新
工
程
表
」

を
提
示
。
県
会
自
民
党
か
ら
も
実

効
性
に
つ
い
て
議
論
が
続
き
疑
問

の
声
。
最
後
は
杉
本
知
事
に
丸
投

げ
，

月
に
知
事
は
実
効
性
あ
り

3

と
「
容
認
」
。

と
こ
ろ
が
，
青
森
県
知
事
は
4

月
，
サ
イ
ク
ル
施
設
立
地
の
協
定

書(1985

年)

で
は
「
今
回
の
フ
ラ

ン
ス
分
は
，
六
ケ
所
村
の
受
け
入

れ
対
象
外
」
と
。
つ
ま
り
フ
ラ
ン

ス
で
再
処
理
し
て
生
ま
れ
る
「
高

レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
体
」
は

受
け
入
れ
ら
れ
な
い
と
拒
否
！

こ
ん
な
こ
と
は
，
関
電
も
国
も
，

県
も
わ
か
っ
て
い
た
は
ず
。
県
議

会
に
も
県
民
に
も
説
明
も
せ
ず
隠

し
て
容
認
。
こ
ん
な
無
責
任
な
こ

と
許
せ
ま
す
か
！
（F

）

母
の
介
護
を
お
願
い
し
て
い
た

シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
施
設
は
赤
字
で

撤
退
。
在
宅
介
護
は
全
国
で

％
が
赤
字
。
病
院
も
診
療

47報
酬
抑
制
に
物
価
上
昇
で
7

割
が
赤
字
。
病
床
利
用
率
9

割
以
上
に
し
な
い
と
赤
字
な

の
で
満
床
。
前
日

人
退
院

一

で
母
は
入
院
で
き
た
。
医
療

や
介
護
の
従
事
者
の
賃
金
は

安
く
，
今
年
の
介
護
職
の
賃

上
げ
も

％
で
，
他
と
の
更

2

に
差
が
拡
大
。
人
も
集
ま
ら

な
い
。
（M

)

経
団
連
は
各
政
党
の
政
策

を
通
知
表
で
評
価
し
傘
下
各

企
業
か
ら
献
金
さ
せ
て
い

る
。
こ
れ
は
対
価
を
公
然
と

求
め
る
買
収
。
選
挙
権
は
国
民
だ

け
が
有
し
，
企
業
が
政
治
に
金
で

介
入
す
れ
ば
国
民
主
権
は
損
な
わ

れ
る
。
大
企
業
へ
の
法
人
税
減
税
，

原
発
関
連
企
業
へ
の
税
金
で
の
支

援
な
ど
，
献
金
の
何
百
倍
も
の
見

返
り
を
成
績
表
で
求
め
る
。
献
金

が
企
業
に
見
返
り
が
な
け
れ
ば
株

主
へ
の
背
信
に
な
る
。
自
民
党
は

献
金
が
な
し
で
は
や
っ
て
い
け
な

い
と
言
う
。
で
も
企
業
献
金
な
し

で
他
の
政
党
は
や
っ
て
い
る
。
共

産
党
は
政
党
助
成
金
も
お
か
し
い

と
受
け
取
ら
ず
に
や
っ
て
い
る
。

企
業
団
体
献
金
の
代
替
で
政
党
助

成
金
を
作
っ
た
の
に
，
国
民
を
馬

鹿
に
し
て
い
る
。
（T

)

米
の
消
費
量
が
減
少
し
て
い

る
た
め
生
産
調
整
（
減
反
政

策
）
，
販
売
価
格
を
市
場
に
委

ね
て
，
米
生
産
者
は
時
給

円
。

10

農
家
戸
数
は
減
少
し
，
米
が
店

頭
に
な
い
，
高
い
，
買
え
な
い
。

自
動
車
輸
出
の
見
返
り
の
農
産

物
輸
入
増
大
，
食
料
自
給
は
こ
れ

で
よ
い
の
か
。
「
政
治
の
役
目
は
，

国
民
を
飢
え
さ
せ
な
い
こ
と
，
戦

争
を
し
な
い
こ
と
」
亡
き
菅
原
文

太
も
発
言
。
国
政
の
転
換
を
。
（I.

S

）
大
軍
拡
が
着
々
と
進
ん
で
い
る
。

2024

年

月
，
自
衛
隊

万
人
と
米

10

3

軍

万
人
が
参
加
す
る
過
去
最
大
の

1
日
米
共
同
総
合
演
習
が
沖
縄
，
南
西

諸
島
を
中
心
に
実
施
。
台
湾
有
事
を

想
定
し
，
ア
メ
リ
カ
と
中
国
が
交
戦
，

巻
き
込
ま
れ
た
日
本
も
自
衛
隊
が
参

戦
！
沖
縄
の
米
軍
嘉
手
納
基
地
が
ミ

サ
イ
ル
で
使
用
不
能
と
な
り
九
州
・

沖
縄
の
民
間
飛
行
場
を
使
用
し
た
訓

練
。
沖
縄
や
九
州
が
戦
場
に
な
る
想

定
だ
。
沖
縄
・
九
州
で
は
，
自
衛
隊

の
ミ
サ
イ
ル
基
地
や
弾
薬
庫
の
増
強

「
軍
事
要
塞
化
」
が
進
む
。

2025

年

月
，
陸
・
海
・
空
自
衛

3

隊
の
「
統
合
作
戦
指
令
部
」
が
発
足
。

米
軍
も
，
「
在
日
米
軍
司
令
部
」

（
東
京
赤
坂
プ
レ
ス
セ
ン
タ
ー
）
を

「
統
合
軍
司
令
部
」
＝
戦
闘
司
令
部

に
格
上
げ
。
ヘ
グ
セ
ス
米
国
国
防
長

官
は
「
平
和
を
欲
す
る
者
は
，
戦
争

の
準
備
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
！
」
と
。
米
韓
同
盟
と
同
じ
よ
う

に
，
自
衛
隊
も
米
軍
の
「
指
揮
下
」

に
入
り
「
米
軍
が
引
き
起
こ
す
戦
争

の
下
請
け
機
関
」
に
？

安
倍
第
二
次
政
権
は
，
憲
法
違

反
の
「
集
団
的
自
衛
権
の
行
使
」

を
国
会
に
も
諮
ら
ず
閣
議
決
定

（2014

年
）
。
自
衛
隊
が
米
軍
に

付
き
従
い
，
世
界
の
ど
こ
で
も
戦

争
で
き
る
法
制
度
を
整
え
た
。
岸

田
政
権
は
，
集
団
的
自
衛
権
の
軍

事
能
力
の
実
効
性
を
確
保
す
る
た

め
「
安
保
三
文
書
（2022

年
）
」

を
閣
議
決
定
。
「
国
家
安
全
保
障

戦
略
」
「
国
家
防
衛
戦
略
」
と
自

衛
隊
の
保
有
す
べ
き
軍
事
力
，
装

備
そ
し
て
経
費
を
示
す
「
防
衛
力

整
備
計
画
」
だ
。
「
反
撃
能
力
」

と
言
い
換
え
，
中
国
本
土
ま
で
届

く
「
長
射
程
ミ
サ
イ
ル
」
敵
基
地

・
敵
国
攻
撃
能
力
を
保
有
す
る
。

「
自
衛
の
た
め
の
必
要
最
小
限

度
」
を
超
え
る
憲
法
違
反
。
「
国

家
安
全
保
障
戦
略
」
で
は
日
本
が

攻
撃
さ
れ
て
い
な
く
て
も
「
存
立

危
機
事
態
」
の
要
件
で
，
ア
メ
リ

カ
な
ど
へ
の
第
三
国
か
ら
の
ミ
サ

イ
ル
発
射
準
備
な
ど
の
「
武
力
攻

撃
の
着
手
」
で
攻
撃
で
き
る
。
こ

れ
で
は
「
先
制
攻
撃
」
に
な
る
。

軍
事
費
は
ア
メ
リ
カ
の
要
求
で

G
D
P

１
％
か
ら
２
％
へ
大
軍
拡
を

進
め
る
。

％
は
年
間

兆
円
！

2

11

世
界
第

位
の
軍
事
費
。

3

2025

年

月
末
，
政
府
は
「
台

3

湾
有
事
」
で
宮
古
，
八
重
山
諸
島

の
住
民

万
人
＋
観
光
客

万
人

11

1

の
「
避
難
計
画
」
を
公
表
。
船
や

飛
行
機
で
九
州
な
ど
へ
避
難
。
浜

田
防
衛
大
臣
（
当
時
）
は2023

年

予
算
委
員
会
で
，
敵
基
地
攻
撃
を

し
た
場
合
「
他
国
か
ら
の
武
力
攻

撃
が
発
生
」
が
あ
る
と
答
弁
。
沖

縄
や
九
州
が
戦
場
と
な
り
，
あ
の

沖
縄
戦
の
よ
う
な
こ
と
を
想
定
し

て
い
る
。

第50号 夜 明 け 2025 .6

Google ”井上さとし”でサイトに
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